




















































































　「権利の濫用は，これを許さない」（民法 1 条 3 項）という，民法の基本原則により，解雇権は
認めるが，解雇権が濫用である場合には解雇を無効とする判例法理，すなわち，解雇権濫用法理
が 1970 年代後半に，解雇権濫用法理の発展形たる整理解雇法理も 1970 年代後半に確立されたと
いわれている（Sugeno	&	Yamakoshi，	2014：87）。
　なお，それまで判例法であった解雇権濫用法理は，解雇権濫用規定として 2003 年の労基法改
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